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​I.​ ​はじめに​
​　​
​　令和７年度札幌市企業経営動向調査（以下、本市調査）「上期調査」実施時点（令和７年８​
​月）における日本経済の状況は、「月例経済報告（内閣府、令和７年８月）」によると、『景気​
​は、米国の通商政策等による影響が一部にみられるものの、緩やかに回復している』という基調​
​判断であった。「下期調査」実施時点（令和８年１月）については、『景気は、米国の通商政策​
​による影響が自動車産業を中心にみられるものの、緩やかに回復している』との基調判断であっ​
​た。​
​　背景としては、雇用・所得環境の改善および各種政策の効果により緩やかな景気回復が期待さ​
​れているためである。個人消費に関しては、物価上昇の継続が消費者マインドの下振れにつなが​
​る懸念があるものの、持ち直しの動きがみられている。設備投資は、持ち直しの動きがみられて​
​いる。雇用情勢は、改善の動きがみられている。​
​　なお、米国の関税政策の時系列に関しては、下記の通りである（表１）。​

​表 1：米国の対日関税政策の時系列（～2025.9月）​
​時系列​ ​出来事​

​2025年7月31日​ ​米国大統領、相互関税の新たな税率（一律15%）を課す大統領令に署名。​
​2025年8月7日​ ​日本に対して、一律15%の関税ではなく、15%の関税上乗せが適用され​

​る。​
​原因は、主に米国側の事務的な処理ミスと日米間で合意文書がなかったこ​
​とによる認識の不一致。​

​2025年8月9日​ ​米国政府、対日関税の内容を修正し、EUと同じ扱いにすることを発表。​
​2025年9月4日​ ​米国大統領、日米合意を履行する大統領令を発表。​

​※相互関税率の修正は、2025年8月7日にさかのぼって適用される内容。​
​2025年9月16日​ ​修正関税率の適用開始。​

​※官報での正式公示は、2025年9月9日。​
​　​
​　北海道の景況については、「全国財務局管内経済情勢報告（北海道財務局、令和７年７月​
​版）」「全国財務局管内経済情勢報告（北海道財務局、令和８年１月版）」によると、いずれも​
​『持ち直している』と分析されている。​
​　また、北海道庁「最近の経済動向（令和7年8月号）」「最近の経済動向（令和7年１２月号）」​
​によると、いずれも『持ち直しの動きが続いている』と分析されている。​
​　「最近の経済動向（令和7年１２月号）」によると、企業から『10月は、売上は増加、客数、一​
​人当たり買上点数は微減。売上は、米、卵が値上がりの影響で数字としては上昇。米の値上がり​
​による代替需要でパンや牛乳、ヨーグルトなどが好調。果実や加工肉が不調』（スーパー）と​
​いった声が挙げられている。​
​※「最近の経済動向（令和7年8月号）」は、6月時点の統計指標を基に作成されている。​
​※「最近の経済動向（令和7年１２月号）」は、10月時点の統計指標を基に作成されている。​

​株式会社帝国データバンクが月次で実施している、「景気動向調査（令和７年８月）」および​
​「景気動向調査（令和７年１２月）」によると全国の景気DIは、８月度が43.3ポイント（前月比​
​0.5ポイント増）、１２月度が44.4ポイント（前月比0.3ポイント増）、北海道の景気DIは、８月度​
​が43.9ポイント（前月比0.2ポイント増）、１２月度が43.1ポイント（前月比0.5ポイント増）と​
​なっている。​
​　全国については、2025年12月度で7か月連続の改善。北海道については、2025年12月度で3か​
​月ぶりの改善となった。​

​北海道の企業からは『販売単価は微増にとどまった一方で、生産費用は高止まりのまま下がら​
​ないどころか、購入機械や資材などがどんどん値上げされるため、結局厳しさから抜けられない​
​現状にある』（農・林・水産業）といったコスト増に関する声もみられる。中国との関係悪化や​
​金利上昇、物価高への警戒感は強く、今後の北海道の景況感は一進一退での推移が見込まれる​
​（表3）。​
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​令和７年度の北海道経済のマイナス材料としては、「人手不足」「原材料高」「人件費高騰」​
​「金利上昇」「円安による輸入コストの上昇」「日中関係の悪化」と言った要因が挙げられる。​
​建設業・不動産業については、再開発や設備投資に関する受注や、不動産需要による恩恵を述べ​
​る声もあった。​

​なお、札幌市内企業の倒産件数は、2021年度以降増加傾向で推移している（図1）。​

​表 2：令和7年全国および北海道の景気DI（株式会社帝国データバンク調べ）​

​表 3：企業から寄せられた声（令和7年12月時点）​
​景況感​ ​企業の声​

​良い​ ​札幌駅前再開発事業、北海道新幹線延伸、ホテル新築などの投資が盛んなため（建​
​設業）​
​入居者入れ替えのタイミングで前の入居者より高い金額で募集をしても申し込みが​
​ある（不動産業）​

​どちらとも​
​いえない​

​景気感全体感として年末に向け活況にあると感じているが、一方で中国との関係悪​
​化による悪影響が生じてきた業種もあると捉えている（金融業）[市内]​
​販売単価は微増にとどまった一方で、生産費用は高止まりのまま下がらないどころ​
​か、購入機械や資材などがどんどん値上げされるため、結局厳しさから抜けられな​
​い現状にある（農・林・水産業）​

​悪い​ ​円安、物価高、最低賃金の上昇（繊維・繊維製品・服飾品卸売業）[市内]​
​仕入れ価格の上昇と人件費高騰による利益額の減少。小売価格の上昇で消費者の買​
​い控え（飲食料品小売業）​

​出所：株式会社帝国データバンク「景気動向調査（令和７年12月）」より企業から寄せられた声を一部抜粋​
​※良い：景況について、「非常に良い」「良い」「やや良い」のいずれかを回答した企業の自由回答内容。​
​※どちらともいえない：景況について、「どちらともいえない」と回答した企業の自由回答内容。​
​※悪い：景況について、「非常に悪い」「悪い」「やや悪い」のいずれかを回答した企業の自由回答内容。​
​※[市内]：本社所在地が札幌市内の企業の自由回答内容。​

​図 1： 札幌市内の倒産件数                                                 図 2：札幌市内の倒産負債額​

​出所：株式会社帝国データバンク調べ（2025年度は、2025年4月1日～2026年1月31日までの値）​

​　このような中、札幌市の経営者が市内の景気や自社の業績をどのようにとらえ、また、どのよ​
​うな経営課題を抱えているかを把握し、適切かつ効果的な産業振興施策を展開するための基礎資​
​料を得る目的から、令和7年上期（４月～９月）、下期（10月～３月）の2回にわたり市内に事業​
​所を有する企業の経営者等を対象に本調査を実施したものである。​

​令和８年５月​
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​II.​ ​調査実施要領​

​（1）​ ​調査の目的​
​本市内の法人・個人事業の経営の実態と、その抱える問題及び今後の見通しなどについ​

​て、継続的に調査することにより、本市産業全体の動向を把握し、適切かつ効果的な施策を​
​推進するための基礎的な資料とする。また、調査結果については、本市ホームページにて公​
​表する。​

​（2）​ ​調査時期​
​　・上期調査：令和7年8月19日～令和7年9月12日​
​　・下期調査：令和8年1月7日～令和8年1月30日​
​　​

​（3）​ ​調査方法​
​　上期・下期いずれもWEB回答方式​

​（4）​ ​調査対象​
​1​ ​業種：建設、製造、卸売、小売、金融・保険・不動産、飲食・宿泊サービス、運​

​輸、情報通信、その他サービス​
​※日本標準産業分類による業種分類​

​2​ ​企業規模：市内に事業所を有する企業、団体、個人事業主​
​※中小企業基本法の分類に基づく​

​3​ ​企業数：上期2,000件、下期2,000件​
​※上期調査と下期調査で同一事業者が調査対象の場合あり​

​（5）​ ​回答状況​
​　・上期調査：有効回答 837/2,000件（回答率：41.9％）​
​　・下期調査：有効回答 936/2,000件（回答率：46.8％）​
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​（6）​ ​回答企業の概要​
​※四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​1​ ​本店又は本社の所在地​
​・上期調査：市内に本店または本社がある企業807件（96.4％）​
​　　　　　　市外に本店または本社がある企業30件  （3.6％）​
​・下期調査：市内に本店または本社がある企業899件（96.0％）​
​　　　　　　市外に本店または本社がある企業37件  （4.0％）​
​市外に本店または​

​2​ ​企業規模​
​・上期調査：大企業46社（5.5%）、中小企業791社（94.5%）​
​・下期調査：大企業56社（6.0%）、中小企業880社（94.0%）​

​3​ ​業種構成​
​・上期調査​

​・下期調査​

​※表の構成は四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある​

​6​



​III.​ ​調査結果の概要​

​－今回の調査結果を概観すると－​
​●​ ​令和７年度上期​

​市内景況判断B.S.I.(▲11.0)は、令和６年度下期調査(▲5.4)から下降（▲5.6）となった。​
​●​ ​令和７年度下期​

​市内景況判断B.S.I.(▲10.8)は、令和７年度上期調査(▲11.0)から横ばい（+0.2）となった。​
​●​ ​令和７年度上期の見通しと下期の結果相違​

​令和７年度下期調査の市内景況判断B.S.I.(▲10.8)は、令和７年度上期調査時に▲5.9の見通​
​しであったが、見通しを下回る結果となった。​

​●​ ​今後の見通し　～上昇の見通し～​
​令和８年度上期の市内景況判断B.S.I.(見通し)は▲5.0と、令和７年度下期(▲10.8)から上昇​

​（＋5.8）となっている。​

​1.​ ​市内の景気　P10​
​令和７年度の市内景気について、令和６年度と比較すると下降傾向にある。また令和７年​

​度の上期調査と下期調査の結果を比較すると、上期のB.S.I.は、▲11.0であったのに対し、下​
​期のB.S.I.は、▲10.8と横ばい（+0.2）となっている。​

​なお、令和８年度上期の市内景況判断B.S.I.(見通し)は▲5.0と上昇（＋5.8）となってい​
​る。​

​2.​ ​業界の景気　P12​
​令和７年度の自社が属する業界の景気について、令和６年度と比較すると下降傾向にあ​

​る。また上期調査と下期調査の結果を比較すると、上期のB.S.I.は、▲17.3であったのに対​
​し、下期のB.S.I.は、▲16.8と横ばい（＋0.5）となっている。​

​なお、令和８年度上期の業界景況判断B.S.I.(見通し)は▲11.6と上昇（+5.2）となってい​
​る。​

​3.​ ​企業の経営状況　P14​
​令和７年度の自社の経営状況について、令和６年度と比較すると下降傾向にある。また令​

​和７年度の上期調査と下期調査の結果を比較すると、上期のB.S.I.は、▲2.6であったのに対​
​し、下期のB.S.Iは、0.1と上昇（＋2.7）となっている。​

​なお、令和８年度上期の企業経営状況判断B.S.I.(見通し)は▲0.4と横ばい（▲0.5）となっ​
​ている。​

​4.​ ​企業の業績(売上高・経常利益) 　P16,18​
​令和７年度の自社の売上高および経常利益について、令和６年度と比較すると売上高判断​

​B.S.I.上昇傾向、自社の経常利益判断B.S.I.は下降傾向にある。​
​また上期調査と下期調査の結果を比較すると、上期の売上高判断B.S.I.は、1.8であったの​

​に対し、下期の売上高判断B.S.I.は、5.2と上昇（＋3.4）となっている。​
​令和７年度の自社の経常利益判断B.S.I.は、上期（▲10.3）から下期（▲7.5）と上昇（＋​

​2.8）となっている。​
​なお、令和８年度上期の売上高判断B.S.I.(見通し)は1.2と下降（▲4.0）、経常利益判断​

​B.S.I.(見通し)は▲9.3と下降（▲1.8）となっている。​

​5.​ ​設備投資　－設備投資は横ばい－P21​
​「過去１年間」に設備投資をした企業の割合について、上期調査と下期調査の結果を比較​

​すると、上期は、41.2%であったのに対し、下期は、40.5%と横ばい（▲0.7）となってい​
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​る。​
​なお、令和７年度下期調査にて「今後１年間」に設備投資を実施する予定と回答した企業​

​の割合は38.0%と下降（▲2.5）となっている。​
​※上期調査時の過去１年間の投資期間：令和６年８月～令和７年７月​
​※下期調査時の過去１年間の投資期間：令和７年２月～令和８年１月​

​6.​ ​従業員数　－従業員数は横ばい－P24​
​令和７年度の従業員数について、上期調査と下期調査の結果を比較すると、上期のB.S.I.​

​は、5.4であったのに対し、下期のB.S.I.は、4.6と横ばい（▲0.8）となっている。​
​なお、令和８年度上期の従業員数判断B.S.I.(見通し)は8.3と上昇（+3.7）となっている。​

​7.​ ​人材の確保状況　－人材の確保状況は約55%の企業が人材不足－P26​
​令和７年度の人材確保状況について、上期調査では、「確保できている」が23.5%、「確​

​保できていない」※が53.0%となっている。一方で、「確保する必要がない（人材が充足し​
​ているため）」が22.6%となっている。​

​対して、下期調査では、「確保できている」が21.3%、「確保できていない」※が53.9%と​
​なっている。一方で、「確保する必要がない（人材が充足しているため）」が24.5%となっ​
​ている。​

​令和７年度については、約55%の企業が人材不足の状況となっている。​

​※「確保できていない(確保したいが、人材の応募がないため)」、「確保できていない​
​（人材の応募はあるが、よい人材がいないため）」、「確保できていない(新たに人材を確​
​保する余裕がないため)」の合計。​

​8.​ ​経営上の問題点　－経営上の問題点は「諸経費の増加」「仕入価格の上昇」「人手不足」が​
​上位－P27​

​令和７年度の経営上の問題点について、上期調査では、「諸経費の増加」（58.4%）が最​
​も多く、次いで「仕入価格の上昇」（43.4%）、その次に「人手不足」（42.9%）となってい​
​る。​

​下期調査では、「諸経費の増加」（61.8%）が最も多く、次いで「仕入価格の上昇」（​
​46.5%）、その次に「人手不足」（44.4%）となっている。​

​令和７年度について主な経営上の問題点は、「諸経費の増加」「仕入価格の上昇」「人手​
​不足」の３点となっている。なお、令和６年度下期では、「人手不足」が「仕入価格の上​
​昇」を上回っていたが、令和７年度は、上期下期ともに「仕入価格の上昇」が「人手不足」​
​を上回っている（P101、表76）。​

​9.​ ​経営改善等を図るための取組内容　－経営改善の取り組みは「人材育成・人材確保」が第1位​
​－P28​

​経営改善等を図るための取組内容について、上期調査では、「人材育成・人材確保」（​
​50.5%）が最も多く、次いで「同業種・異業種の企業との連携」（31.1%）、その次に「新製​
​品・サービス開発や新分野進出、新市場への販路拡大」（29.2%）となっている。​

​下期調査では、「人材育成・人材確保」（53.5%）が最も多く、次いで「同業種・異業種​
​の企業との連携」（32.2%）、その次に「新製品・サービス開発や新分野進出、新市場への​
​販路拡大」（32.1%）となっている。​

​令和７年度については、上位３つの理由がいずれもその割合が増加している。​

​※本調査では、企業（会社）単位に加え、飲食店・宿泊施設などの事業所単位でご回答いただく場合があります。そのため、同​
​一企業で複数の事業所が調査対象となった場合には、事業所ごとに回答が集計されています。本報告書では説明上「設備投資を​
​した企業の割合は」等の表現を用いていますが、実際には企業と事業所の回答を合わせて集計している点にご留意ください。​
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​IV.​ ​令和7年度上期・下期　札幌市企業経営動向調査結果一覧​

​表 4：項目別にみたB.S.I.の推移（業種別）​
​R7上：令和7年4月～令和7年9月（実績見込み）​

​R7下：令和7年10月～令和8年3月（実績見込み）​
​R8上：令和8年4月～令和8年9月（見通し）​

​※設備投資はR7上：令和6年8月～令和7年7月（実績）​
​R7下：令和7年2月～令和8年1月（実績）​

​R8下：令和8年2月～令和9年1月（見通し）​

​（※設備投資の矢印判断は、R７上期においてはR６下期（R６年2月～R7年1月)との比較、​
​　　R８下期(見通し)においてはR7年下期との比較により行っている)​

​9​



​1.​ ​景気の見通し​
​1-1​ ​札幌市内の景気​

​1​ ​令和７年度の状況　－市内の景気は、横ばい－​
​令和７年度の市内景気について上期調査と下期調査を比較すると、「上昇」とみる企業の​

​割合から「下降」とみる企業の割合を減じた市内景況判断B.S.I.は、上期は▲11.0、下期は​
​▲10.8と横ばい（+0.2）となっている。​

​2​ ​令和８年度の見通し　－市内景気は、上昇－​
​　令和８年度上期の市内景況判断B.S.I.(見通し)は▲5.0と上昇（+5.8）となっている。​

​図 3：市内の景気（全体）​

​［年度/期］​
​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​図 4：市内の景気（B.S.I.の動き）​

​［年度/期］​
​太線は実績​
​点線は来期見通し​

​（　）内数字は前回以前の調査​
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​図 5：市内の景気（業種別）​

​（注）R６年度下期：R６年調査​
​　   R７年度上期：今回調査​
​　   R７年度下期：今回調査​
​　   R８年度上期：今回調査での来期見通し​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​11​



​1-2​ ​自社が属する業界の景気​
​1​ ​令和７年度の状況　－業界の景気は、横ばい－​

​令和７年度の業界の景気について上期調査と下期調査を比較すると、「上昇」とみる企業​
​の割合から「下降」とみる企業の割合を減じた業界景況判断B.S.I.は、上期は▲17.3、下期は​
​▲16.8と横ばい（+0.5）となっている。​

​2​ ​令和８年度の見通し　－業界の景気は、横ばい－​
​令和８年度上期の業界景況判断B.S.I.(見通し)は▲11.6と上昇（+5.2）となっている。​

​図 6：業界の景気（全体）​

​［年度/期］​
​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​図 7：業界の景気（B.S.I.の動き）​

​［年度/期］​
​太線は実績​
​点線は来期見通し​
​(　)内数字は前回以前の調査​
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​図 8：業界の景気（業種別）​

​（注）R６年度下期：R６年調査​
​　   R７年度上期：今回調査​
​　   R７年度下期：今回調査​
​　   R８年度上期：今回調査での来期見通し​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
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​2.​ ​自社の見通し​
​2-1​ ​経営状況​

​1​ ​令和７年度の状況　－経営状況は、上昇－​
​令和７年度の自社の経営状況について、上期調査と下期調査を比較すると、「好転」とみ​

​る企業の割合から「悪化」とみる企業の割合を減じた企業経営状況判断B.S.I.は、上期は​
​▲2.6、下期は0.1と上昇（＋2.7）となっている。​

​2​ ​令和８年度の見通し　－企業の経営状況は、横ばい－​
​　令和８年度上期の企業経営状況判断B.S.I.(見通し)は▲0.4と横ばい（▲0.5）となってい​
​る。​

​図 9：経営状況（全体）​

​［年度/期］​
​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​※“好転”＝「経営が好転」または「経営がやや好転」、“変わらない”＝「変わらない」、​
​“悪化”＝「経営がやや悪化」または「経営が悪化」とした。​

​図 10：経営状況（B.S.I.の動き）​

​［年度/期］​
​太線は実績​
​点線は来期見通し​
​(　)内数字は前回以前の調査​
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​図 11：経営状況（業種別）​

​（注）R６年度下期：R６年調査​
​　   R７年度上期：今回調査​
​　   R７年度下期：今回調査​
​　   R８年度上期：今回調査での来期見通し​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
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​2-2​ ​売上高（生産高）​
​1​ ​令和７年度の状況　－売上高は、上昇－​

​令和７年度の自社の売上高について、上期調査と下期調査を比較すると、「増加」とみる​
​企業の割合から「減少」とみる企業の割合を減じた売上高判断B.S.I.は、上期は1.8、下期は​
​5.2と上昇（＋3.4）となっている。​

​2​ ​令和８年度の見通し　－売上高は、下降－​
​　令和８年度上期の売上高判断B.S.I.(見通し)は1.2と下降（▲4.0）となっている。​

​図 12：売上高（全体）​

​［年度/期］​
​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​図 13：売上高（B.S.I.の動き）​

​［年度/期］​
​太線は実績​
​点線は来期見通し​
​(　)内数字は前回以前の調査​
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​図 14：売上高（業種別）​

​（注）R６年度下期：R６年調査​
​　   R７年度上期：今回調査​
​　   R７年度下期：今回調査​
​　   R８年度上期：今回調査での来期見通し​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
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​2-3​ ​経常利益​
​1​ ​令和７年度の状況　－経常利益は、上昇－​

​令和７年度の自社の経常利益について、上期調査と下期調査を比較すると、「増加」とみ​
​る企業の割合から「減少」とみる企業の割合を減じた経常利益判断B.S.I.は、上期は▲10.3、​
​下期は▲7.5と上昇（＋2.8）となっている。​

​2​ ​令和８年度の見通し　－経常利益は、下降－​
​令和８年度上期の経常利益判断B.S.I.(見通し)は▲9.3と下降（▲1.8）となっている。​

​図 15：経常利益（全体）​

​［年度/期］​
​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​図 16：経常利益（B.S.I.の動き）​

​［年度/期］​
​太線は実績​
​点線は来期見通し​
​(　)内数字は前回以前の調査​
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​図 17：経常利益（業種別）​

​（注）R６年度下期：R６年調査​
​　   R７年度上期：今回調査​
​　   R７年度下期：今回調査​
​　   R８年度上期：今回調査での来期見通し​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
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​2-4​ ​資金繰り​
​1​ ​令和７年度の状況　－資金繰りは、どちらでもない(楽でも苦しくもない)が約60%－​

​資金繰りの状況については、「どちらでもない（楽でも苦しくもない）」が上期・下期の​
​どちらも約60%を占めている。「楽である」「苦しい」はそれぞれ約20%であった。​

​図 18：資金繰り（上期）​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​

​図 19：資金繰り（下期）​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​表 5：資金繰り(業種別・企業規模別)（下期）​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​

​2-5​ ​設備投資​
​1​ ​過去１年間の投資状況　－設備投資は、横ばい－​

​「過去１年間」に設備投資をした企業の割合について、上期調査と下期調査を比較する​
​と、上期は、41.2%であったのに対し、下期は、40.5%と横ばい（▲0.7）となっている。​

​※上期調査時の過去１年間の投資期間：令和６年８月～令和７年７月​
​※下期調査時の過去１年間の投資期間：令和７年２月～令和８年１月​

​2​ ​今後１年間の投資意欲　－投資意欲は、下降－​
​令和７年度下期調査にて「今後１年間」（令和８年２月～令和９年１月）に設備投資を実​

​施する予定と回答した企業の割合は38.0%と下降（▲2.5）となっている。​

​図 20：設備投資の実施割合​

​［年度/期］​
​太線は実績​
​点線は来期見通し​
​(　)内数字は前回以前の調査​
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​図 21：設備投資の実施割合(業種別)​
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​2-6​ ​設備投資の理由​
​1​ ​過去１年間の投資理由　－設備投資の理由は、設備の更新・改修－​

​令和７年度下期調査にて「過去１年間」（令和７年２月～令和８年１月）に設備投資を実​
​施した理由は、「設備の更新・改修」(７３.４％)が第1位で、上期調査(6９.６％)から上昇、​
​第2位は「売上(生産)能力拡大」(1１.１％)で、上期調査(12.８％)から下降となっている。​

​業種別にみると、全ての業種で「設備の更新・改修」が最も多く挙げられており、特に運​
​輸業(100.0％)、卸売業(85.2％)が高い。企業の規模別にみると、「設備の更新・改修」は大​
​企​​業​​(70.6​​％)​ ​が​​中​​小​​企​​業​​(73.6​​％)、​​「売​​上​​(生​​産)​​能​​力​​拡​​大」​​は​​大​​企​​業​​(23.5​​％)​​が​​中​​小​​企​​業​​(9.9​
​％)の割合を上回っている（P90、表65）。​

​2​ ​今後１年間の投資理由　－設備投資の理由は、設備の更新・改修－​
​　令和７年度下期調査にて「今後１年間」（令和８年２月～令和９年１月）に予定している​
​設備投資の理由は、「設備の更新・改修」(6１.８％)が第1位で、上期調査(64.4％)から下降、​
​第2位は「売上(生産)能力拡大」(1６.９％)で、上期調査(15.5％)から上昇となっている（上期​
​調査：P93、表68）。​

​業種別にみると、全ての業種で「設備の更新・改修」が最も多く挙げられており、特に運​
​輸​​業​​(88.9​​％)​ ​、​​卸​​売​​業​​(77.8​​％)​​が​​高​​い。​​企​​業​​の​​規​​模​​別​​に​​み​​る​​と、​​「設​​備​​の​​更​​新・​​改​​修」​​は​​大​​企​
​業​​(68.8​​％)​ ​が​​中​​小​​企​​業​​(61.1​​％)​​　。​​「売​​上​​(生​​産)​​能​​力​​拡​​大」​​は​​大​​企​​業​​(21.9​​％)​ ​が​​中​​小​​企​​業​​(16.4​
​％)の割合を上回っている（P94、表69）。​

​図 22：設備投資の理由(全体)​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
​（注）令和6年8月～令和7年7月：R7上期調査​

​　令和7年2月～令和8年1月：R7下期調査​
​　令和8年2月～令和9年1月：R7下期調査での今後1年間の予定​
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​2-7​ ​従業員数​
​1​ ​現在（令和8年度３月末）の従業員数　－従業員数は、横ばい－​

​令和7年度の自社の従業員数について、上期調査と下期調査を比較すると、「増加」とみる​
​企業の割合から「減少」とみる企業の割合を減じた従業員数判断B.S.I.は、上期は5.4、下期​
​は4.6と横ばい（▲0.8）となっている。​

​2​ ​今後（令和8年９月末）の従業員数見通し　－従業員数は、上昇－​
​令和8年度上期の従業員数判断B.S.I.(見通し)は8.3と上昇（+3.7）となっている。​

​図 23：従業員数(全体)​

​［年度/月］​
​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​図 24：従業員数(B.S.I.の動き)​

​［年度/月］​
​太線は実績​
​点線は来期見通し​
​(　)内数字は前回以前の調査​
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​図 25：従業員数(業種別)​

​（注）R６年度下期：R６年調査​
​　   R７年度上期：今回調査​
​　   R７年度下期：今回調査​
​　   R８年度上期：今回調査での来期見通し​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
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​2-8​ ​人材の確保状況​
​1​ ​人材の確保状況　－「確保できている」が約20%、「確保できていない」が約55%－​

​令和7年度の自社の人材の確保状況について、上期調査と下期調査を比較すると、「確保で​
​きている」の回答割合は、上期で23.5%、下期で21.3%とやや下降。「確保できていない」※​
​の回答割合は、上期で53.0%、下期で53.9%と横ばいで推移。​

​※「確保できていない(確保したいが、人材の応募がないため)」、「確保できていない（人​
​材の応募はあるが、よい人材がいないため）」、「確保できていない(新たに人材を確保する​
​余裕がないため)」の合計。​

​図 26：人材の確保状況​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
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​3.​ ​経営上の問題点（３つ以内）​
​－「諸経費の増加」「仕入価格の上昇」「人手不足」が上位－​

​経営上の問題点は、第１位「諸経費の増加」(61.8％)、第２位「仕入価格の上昇」(46.5％)、第​
​３位「人手不足」(44.4％)、第４位「収益率の低下」(30.1％)の順となっている。​

​令和６年度調査では、「人手不足」が「仕入価格の上昇」を上回っていたが、令和７年度調査​
​にて順位に変動が起きた。円安による輸入価格の上昇をはじめとする原材料高・物価高が影響し​
​ているものと考えられる。​

​図 27：経営上の問題点(当てはまるもの3 つ以内)​

​［年度/期］​

​表 6：経営上の問題点(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある​
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​4.​ ​企業の取組状況（当てはまるもの全て）​
​－「人材育成・人材確保」が第１位－​

​経営改善を図るための取組内容については、第１位「人材育成・人材確保」※(上期50.5％、下​
​期53.5%)、第２位「同業種・異業種の企業との連携」(上期31.1％、下期32.2%)、第３位「新製​
​品・サービス開発や新分野進出、新市場への販路拡大」（上期29.2％、下期32.1%）の順となっ​
​ている(図28、図29)。​

​※「人材育成・人材確保」は、令和７年度調査より追加した選択肢。​

​業種別にみると、下期調査において、建設業、運輸業、情報通信業、その他サービス業が「人​
​材育成・人材確保」を取組内容にあげる割合が50%を超えている。​

​「人材育成・人材確保」以外の選択肢が最多回答だった業種とその回答は、製造業が「新製​
​品・サービス開発や新分野進出、新市場への販路拡大」（50.0%）、金融・保険・不動産業が​
​「同業種・異業種の企業との連携」（33.6%）であった（表８）。​

​いずれの業種でも第２位までに「人材育成・人材確保」を取組内容にあげており、人手不足の​
​状況が伺える（表８）。​

​企業規模では、大企業の取組内容第１位が「人材育成・人材確保」（85.7%）。第２位が「​
​DX(ITを活用した生産性の向上や高付加価値化、デジタルによるビジネス変革など)」（66.1%​
​）。​

​中小企業の取組内容第１位が「人材育成・人材確保」（51.5%）、第２位が「同業種・異業種​
​の企業との連携」（32.0%）となっている（表８）。​

​図 28：経営改善を図るための取組内容(当てはまるもの全て)（上期）​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
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​表 7：経営改善を図るための取組内容(業種別・企業規模別)（上期）​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​

​図 29：経営改善を図るための取組内容(当てはまるもの全て)（下期）​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​29​



​表 8：経営改善を図るための取組内容(業種別・企業規模別)（下期）​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​5.​ ​特定質問項目​
​5-1​ ​上期・下期共通質問​

​●​ ​価格転嫁の状況について​
​価格転嫁の状況について、上期調査と下期調査を比較すると、物価高騰の影響が「ある」​

​※と回答した企業は、上期で96.5%だったのに対し、下期で94.5％と下降（▲2.0）した。​
​なお、「プラスの影響がある」と回答した企業は、上期で0.2％、下期で0.3％と、上期・​

​下期で大きな変動は見られなかった。​
​※「危機的な影響がある」「かなり影響がある」「少しは影響がある」の合計。​

​図 30：物価高騰の影響（上期）​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​図 31：物価高騰の影響（下期）​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
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​諸経費の上昇分を販売価格に「全て価格転嫁できている」と回答した企業は、上期で​
​14.0%だったのに対し、下期で13.1％と横ばい（▲0.9）となった。​

​思うように価格転嫁ができていない※と回答した企業は、上期で77.9%、下期で79.0%と上​
​昇（+1.1）した。​

​※「半分ほどしか価格転嫁ができていない」「一部しか価格転嫁できていない」「ほとん​
​ど価格転嫁できていない」「全く価格転嫁できていない」の合計。​

​なお、「諸経費が上昇していない」と回答した企業は、上期で2.0％、下期で1.5％であっ​
​た。「上昇しているが、価格転嫁の予定はない」と回答した企業は、上期で4.7％、下期で​
​4.3％と、いずれも上期・下期で大きな変動は見られなかった。​

​図 32：価格転嫁の状況（上期）​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​図 33：価格転嫁の状況（下期）​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​32​



​表 9：物価高による経営への影響(業種別・企業規模別)（下期）​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​

​表 10：価格転嫁の状況(業種別・企業規模別)（下期）​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​価格転嫁が思うようにできていない※理由として最も多かったのは、上期・下期ともに​
​「競合他社との価格競争」（43.9％、41.0％）であった。​

​※「半分ほどしか価格転嫁ができていない」「一部しか価格転嫁できていない」「ほとん​
​ど価格転嫁できていない」「全く価格転嫁できていない」の合計。​

​図 34：価格転嫁が思うようにできていない理由（上期）​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​図 35：価格転嫁が思うようにできていない理由（下期）​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
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​表 11：価格転嫁が思うようにできていない理由(業種別・企業規模別)（下期）​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​　物価高騰に対して行っているまたは、これから行う対応として多かった回答は、上期・下​
​期いずれも「商品・サービスの販売価格への転嫁」（42.9％、41.2％）で第１位、「経費​
​（人件費以外）の削減」（41.9％、40.8％）が第２位、「取引先との交渉・協力依頼」（​
​36.2％、35.6％）が第３位と、順位に変動はなかった。​
​　令和６年度調査では、「経費（人件費以外）の削減」が第１位で、「商品・サービスの販​
​売価格への転嫁」が第２位であった。昨今の原材料高・物価高を背景にコスト削減では、対​
​応しきれず、販売価格へ転嫁する動きが広がっていると考えられる。​

​図 36：物価高騰への対応策（上期）​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
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​図 37：物価高騰への対応策（下期）​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​表 12：物価高騰への対応策(業種別・企業規模別)（下期）​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​5-2​ ​上期質問​
​●​ ​米国関税措置について​

​米国関税措置ついて、現在、対米輸出※を行っていると回答した企業は、1.0%であった。​
​製造業に限った場合、現在、対米輸出※を行っていると回答した企業は、5.3%であった（表​
​13）。​

​一方で、米国以外への国・地域への輸出※を行っていると回答した企業は、2.3%であっ​
​た。​
​製造業に限った場合、現在、対米輸出※を行っていると回答した企業は、10.5%であった​
​（表14）。​

​※取引先を通じた輸出も含む。​

​図 38：対米輸出の有無​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​図 39：米国以外の国・地域への輸出の有無​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
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​表 13：対米輸出の有無(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​

​表 14：米国以外の国・地域への輸出の有無(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​

​　​
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​　米国関税措置について、悪い影響が多少でもある※と回答した企業は、11.3%であった。​
​※「悪い影響がある」「悪い影響がややある」の合計。​

​図 40：米国関税措置の影響の有無​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​表 15：米国関税措置の影響の有無(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​　米国関税措置による悪い影響の内容については、「コスト上昇」75.5%が最も多く、次い​
​で、「売り上げの減少」33.0%、「為替変動」16.0%となっている。​

​図 41：米国関税措置による悪い影響の内容​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​表 16：米国関税措置による悪い影響の内容(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​　​
​　今後、米国関税措置の影響を受ける可能性について、悪い影響※が多少でもあると回答し​
​た企業は、25.8％であった。​
​　※「悪い影響がある」「悪い影響がややある」の合計。​

​図 42：今後、米国関税措置の影響を受ける可能性​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​表 17：今後、米国関税措置の影響を受ける可能性(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​　今後、米国関税措置によって起こり得る悪い影響の内容については、「コスト上昇」​
​83.3%が最も多く、次いで、「売り上げの減少」30.1%、「為替変動」15.3%となっている。​

​図 43：米国関税措置による悪い影響の内容​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​表 18：米国関税措置による悪い影響の内容(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​米国関税措置による自社への影響について、「不安」と感じている企業は、23.3%であっ​
​た。​

​図 44：米国関税措置による自社への影響​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​表 19：米国関税措置による自社への影響(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​米国関税措置への対策としては、「動向注視」43.1%が最も多く、次いで、「価格転嫁」​
​18.4%、「原材料コストの削減」7.0%となっている。​

​図 45：米国関税措置への対策​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​表 20：米国関税措置への対策(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​米国関税措置について国や道・札幌市に求める支援としては、「情報提供」42.8%が最も​
​多く、次いで、「雇用調整助成金支援」24.6%、「資金繰り支援」22.7%となっている。​

​図 46：行政に求める支援​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
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​表 21：行政に求める支援(業種別・企業規模別)​

​　　表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​

​●​ ​SDGsに係る取組について​
​SDGsへの取組状況について、「現時点では特に取り入れていない」61.5%が最も多く、次​

​いで多い回答が「本業に関する取組への反映(SDGsを意識した新規事業の創出、人権・多様​
​性の尊重等)※」24.1%であった。​

​※具体例：環境・社会課題の解決に資する新商品・新サービスの開発、多様な働き方を許​
​容する勤務体制の整備。​

​図 47：SDGsへの取組状況​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
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​表 22：SDGsへの取組状況(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​

​SDGsに取り組む意義について、「企業の社会的責任として重要であるため」66.3%が最も​
​多く、次いで多い回答が「企業の価値・認知度向上につながるため」46.4%であった。​

​図 48：SDGsに取り組む意義​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
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​表 23：SDGsに取り組む意義(業種別・企業規模別)​

​　　　　　表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​現時点で、SDGsを企業活動に取り入れていない企業が、関心がある分野は、「省エネやコ​
​スト削減」44.3%が最も多く、次いで「従業員の働きがい向上や人材確保」43.7%であった。​

​図 49：SDGsを企業活動に取り入れていない企業が、関心がある分野​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​表 24：SDGsを企業活動に取り入れていない企業が、関心がある分野(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​　​
​　SDGsに取り組む際の課題について、「取り組むための人的余裕がない」30.2%が最も多​
​く、次いで「優先順位が低い」21.5%、「取り組むためのノウハウがない」19.3%となってい​
​る。​

​図 50：SDGsに取り組む際の課題​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​表 25：SDGsに取り組む際の課題(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​5-3​ ​下期質問​
​●​ ​国内外観光客増加に伴う影響について​

​国内外観光客増加に伴う影響について多かった回答は、「特に影響はない」68.7%が最も​
​多く、次いで「良い影響の方が大きい」16.1%であった。​

​図 51：国内外観光客増加に伴う影響​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​表 26：国内外観光客増加に伴う影響(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​

​　​
​52​



​　国内外観光客増加に伴う影響について「良い影響の方が大きい」または、「良い影響と悪​
​い影響が同程度である」を回答した企業が回答した「良い影響」の内容は、「売上の増加」​
​80.6%が最も多く、次いで、「地域の活性化・街の賑わいによる事業環境や自社イメージの​
​向上」27.3%であった。​

​図 52：国内外観光客増加による良い影響の内容​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
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​表 27：国内外観光客増加による良い影響の内容(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​

​　国内外観光客増加に伴う影響について「悪い影響の方が大きい」または、「悪い影響と悪​
​い影響が同程度である」を回答した企業が回答した「悪い影響」の内容は、「ゴミ、騒音、​
​マナーなどの問題」47.7%が最も多く、次いで、「市内ホテルや飲食店の価格上昇」38.4%で​
​あった。​

​図 53：国内外観光客増加による悪い影響の内容​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
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​表 28：国内外観光客増加による悪い影響の内容(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​

​　国内外観光客増加に伴う経営上の課題について「観光客がもたらす課題は特にない」を除​
​くと「人材の確保・定着および育成（採用難への対応や従業員のケアなど）」20.3%が最も​
​多く、次いで、「コスト増への対応（価格転嫁、高付加価値化、生産性の向上など）」およ​
​び​​「観​​光​​客​​ニー​​ズ​​に​​対​​応​​し​​た​​商​​品​​開​​発​​や​​集​​客・​​販​​売​​戦​​略​ ​（高​​付​​加​​価​​値​​商​​品、​​多​​言​​語​​対​​応、​​ブ​
​ランディングなど）」がそれぞれ17.7%であった。​

​図 54：国内外観光客増加に伴う経営上の課題​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​
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​表 29：国内外観光客増加に伴う経営上の課題(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​　国内外観光客増加に対して行政に期待することについて「マナー啓発やゴミ対策の強化」​
​41.4%が最も多く、次いで、「交通・混雑対策（公共交通の強化、誘導、パークアンドライ​
​ドなど）」40.5%であった。​

​図 55：行政に期待する取り組み​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​表 30：行政に期待する取り組み(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​●​ ​企業への支援について​
​　札幌市の企業支援策の利用状況について、「利用したことがない」67.3%が最も多く、次​
​いで、「融資制度等の資金調達に関する支援」13.7%であった。​

​図 56：企業支援策の利用状況​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​表 31：企業支援策の利用状況(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​　​
​　下記の「対象支援施策」を利用したことがある企業が制度の改善が必要と感じた内容は、​
​「申請書類作成の煩雑さ」42.3%が最も多かった。​
​　​

​＜対象支援施策＞​
​1．​​札幌中小企業支援センター等の経営相談窓口​
​2．​​融資制度等の資金調達に関する支援​
​3．​​省エネ機器や省力化設備の導入等のコスト削減に関する補助​
​4．​​新商品開発支援等の付加価値向上に関する補助​
​5．​​ビジネスマッチングや展示会出展等の販路拡大支援​

​図 57：制度の改善点​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​表 32：制度の改善点(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​支援制度を利用したことがない企業が、利用していない理由について、「どのような支援​
​があるか知らなかった」39.8%が最も多く、次いで「自社が対象になる制度が無かった・要​
​件に合致しなかった」34.8%であった。​

​図 58：支援制度を利用していない理由​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​表 33：支援制度を利用していない理由(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​　札幌市からの情報発信媒体として望ましい媒体は、「ホームページ（検索機能が充実して​
​おり、条件を入力すれば対象制度が一目で分かる）」44.4%で最も多く、次いで「メールや​
​SNS（自社の業種・規模に合った情報が届く）」23.8%であった。​

​図 59：行政からの情報発信媒体として望ましい媒体​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​表 34：行政からの情報発信媒体として望ましい媒体(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​　札幌市が今後、重点的に実施すべき支援として、「特にない」を除くと「融資制度等の資​
​金調達に関する支援」および「採用への支援、社員研修等の人材に関する支援」がそれぞれ​
​19.7%が最も多かった。​

​図 60：札幌市が今後重視すべき支援​

​図の構成比は、四捨五入の関係で100%に合致しない場合がある。​

​表 35：札幌市が今後重視すべき支援(業種別・企業規模別)​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある。​
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​V.​ ​資料​
​1.​ ​集計表一覧（定例質問）​

​縦の項目中、大企業・中小企業の別は、中小企業基本法の分類に基づくものである。ま​
​た、本社の所在地により市内企業・市外企業を分類している。​

​表36　市内の景気　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問1.（1）R7年度上期（R7年4月～R7年9月）は、R6年度下期（R6年10月～R7年3月）に比べ​
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​表37　市内の景気　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）　～見通し～​
​問1.（2）R7年度下期（R7年10月～R8年3月）は、R7年度上期（R7年4月～R7年9月）に比べ​
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​表38　市内の景気　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問1.（１）R7年度下期（R7年10月～R8年3月）は、R7年度上期（R7年4月～R7年9月）に比べ​

​65​



​表39　市内の景気　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）　～見通し～​
​問1.（2）R8年度上期（R8年4月～R8年9月）は、R7年度下期（R7年10月～R8年3月）に比べ​
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​表40　業界の景気　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問2.（１）R7年度上期（R7年4月～R7年9月）は、R6年度下期（R6年10月～R7年3月）に比べ​
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​表41　業界の景気　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）　～見通し～​
​問2.（2）R7年度下期（R7年10月～R8年3月）は、R7年度上期（R7年4月～R7年9月）に比べ​
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​表42　業界の景気　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問2.（１）R7年度下期（R7年10月～R8年3月）は、R7年度上期（R7年4月～R7年9月）に比べ​
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​表43　業界の景気　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）　～見通し～​
​問2.（2）R8年度上期（R8年4月～R8年9月）は、R7年度下期（R7年10月～R8年3月）に比べ​
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​表44　自社の経営状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問3.（１）R7年度上期（R7年4月～R7年9月）の貴社の経営は、前年度同期（R6年4月～R6年9​
​月）に比べ​
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​表45　自社の経営状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）　～見通し～​
​問3.（2）R7年度下期（R7年10月～R8年3月）の貴社の経営は、前年度同期（R6年10月～R7年3​
​月）に比べ​
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​表46　自社の経営状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問3.（１）R7年度下期（R7年10月～R8年3月）は、前年度同期（R6年10月～R7年3月）に比べ​
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​表47　自社の経営状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）　～見通し～​
​問3.（2）R8年度上期（R8年4月～R8年9月）は、前年度同期（R7年4月～R7年9月）に比べ​
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​表48　売上（生産）高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問4.（１）R7年度上期（R7年4月～R7年9月）は、前年度同期（R6年4月～R6年9月）に比べ​
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​表49　売上（生産）高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）　～見通し～​
​問4.（2）R7年度下期（R7年10月～R8年3月）は、前年度同期（R6年10月～R7年3月）に比べ​
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​表50　売上（生産）高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問4.（１）R7年度下期（R7年10月～R8年3月）は、前年度同期（R6年10月～R7年3月）に比べ​
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​表51　売上（生産）高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）　～見通し～​
​問4.（2）R8年度上期（R8年4月～R8年9月）は、前年度同期（R7年4月～R7年9月）に比べ​
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​表52　経常利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問5.（１）R7年度上期（R7年4月～R7年9月）は、前年度同期（R6年4月～R6年9月）に比べ​
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​表53　経常利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）　～見通し～​
​問5.（2）R7年度下期（R7年10月～R8年3月）は、前年度同期（R6年10月～R7年3月）に比べ​
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​表54　経常利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問5.（１）R7年度下期（R7年10月～R8年3月）は、前年度同期（R6年10月～R7年3月）に比べ​
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​表55　経常利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）　～見通し～​
​問5.（2）R8年度上期（R8年4月～R8年9月）は、前年度同期（R7年4月～R7年9月）に比べ​
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​表56　売上高と経常利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問4. （１） × 問5.（１）​

​【貴社の売上高(生産高)】​
​問4．(1)R7 年度上期は、前年度同期と比べ ・ ・ ・ ①​
​【貴社の経常利益】​
​問5．(1)R7 年度上期は、前年度同期と比べ ・ ・ ・ ②​
​※( )内数値は前回調査​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある​
​無回答は数表から割愛​
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​表57　売上高と経常利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問4. （１） × 問5.（１）​

​【貴社の売上高(生産高)】​
​問4．(1)R7 年度下期は、前年度同期と比べ ・ ・ ・ ①​
​【貴社の経常利益】​
​問5．(1)R7 年度下期は、前年度同期と比べ ・ ・ ・ ②​
​※( )内数値は前回調査​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある​
​無回答は数表から割愛​
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​表58　経常利益（今期と来期の比較）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問5. （１） × 問5.（2）​

​【貴社の経常利益】​
​問5．(1)R7 年度下期は、前年度同期と比べ ・ ・ ・ ①​
​問5．(2)R7 年度上期は、前年度同期と比べ ・ ・ ・ ②​
​※( )内数値は前回調査​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある​
​無回答は数表から割愛​
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​表59　経常利益（今期と来期の比較）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問5. （１） × 問5.（2）​

​【貴社の経常利益】​
​問5．(1)R7 年度下期は、前年度同期と比べ ・ ・ ・ ①​
​問5．(2)R7 年度上期は、前年度同期と比べ ・ ・ ・ ②​
​※( )内数値は前回調査​

​表の構成比は、四捨五入の関係で100％に合致しない場合がある​
​無回答は数表から割愛​
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​表60　資金繰り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​（R7年4月～R7年9月）​
​問6．R7年度上期（R7年4月～R7年9月）の貴社の資金繰りは​
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​表61　資金繰り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​（R7年10月～R8年3月）​
​問6．R7年度下期（R7年10月～R8年3月）の貴社の資金繰りは​
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​表62　設備投資（過去1年間）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​（R6年8月～R7年7月）​
​問7．(1) これまでの1年間（R6年8月～R7年7月）に​
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​表63　設備投資（過去1年間）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​（R7年2月～R8年1月）​
​問7．(1) これまでの1年間（R7年2月～R8年1月）に​
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​表64　設備投資（過去1年間）の理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​（R6年8月～R7年7月）​
​問7．(2) 投資した主な理由は​

​91​



​表65　設備投資（過去1年間）の理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​（R7年2月～R8年1月）​
​問7．(2) 投資した主な理由は​
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​表66　設備投資（今後1年間）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​（R7年8月～R8年7月）​
​問7．(3) 今後１年間（R7年8月～R8年7月）に​
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​表67　設備投資（今後1年間）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​（R8年2月～R9年1月）​
​問7．(3) 今後１年間（R8年2月～R9年1月）に​
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​表68　設備投資（今後1年間）の理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​（R7年8月～R8年7月）​
​問7．(4) 投資する主な理由は​
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​表69　設備投資（今後1年間）の理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​（R8年2月～R9年1月）​
​問7．(4) 投資する主な理由は​
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​表70　従業員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​（R7年9月末）​
​問8．(1) R7年9月末現在は、前年同月（R6年9月末）に比べ​
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​表71　従業員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​（R8年3月末）​
​問8．(2) R8年3月末現在は、前年同月（R7年3月末）に比べ​
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​表72　従業員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​（R8年3月末）​
​問8．(1)​​R8年3月末現在は、前年同月（R7年3月末）に比べ​
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​表73　従業員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​（R8年9月末）​
​問8．(2)​​R8年9月末現在は、前年同月（R7年9月末）に比べ​
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​表74　人材の確保状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問9．貴社における新たな人材の確保状況についてお答えください(当てはまるもの1 つ)。​
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​表75　人材の確保状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問9．貴社における新たな人材の確保状況についてお答えください(当てはまるもの1 つ)。​
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​表76　経営上の問題点　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問10．貴社にとって現在もっとも重要な課題と思われるものは何ですか(当てはまるもの3つ以​
​内)。​
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​表77　経営上の問題点　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問10．貴社にとって現在もっとも重要な課題と思われるものは何ですか(当てはまるもの3つ以​
​内)。​
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​表78　経営改善等を図るための取組内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問​​11.​ ​貴​​社​​に​​お​​い​​て​​経​​営​​改​​善​​等​​を​​図​​る​​上​​で、​​取​​り​​組​​ん​​で​​い​​る、​​ま​​た​​は​​取​​り​​組​​も​​う​​と​​し​​て​​い​​る​​事​​項​​に​
​ついてお答え下さい(当てはまるもの全て)。​
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​表79　経営改善等を図るための取組内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問​​11.​ ​貴​​社​​に​​お​​い​​て​​経​​営​​改​​善​​等​​を​​図​​る​​上​​で、​​取​​り​​組​​ん​​で​​い​​る、​​ま​​た​​は​​取​​り​​組​​も​​う​​と​​し​​て​​い​​る​​事​​項​​に​
​ついてお答え下さい(当てはまるもの全て)。​
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​2.​ ​集計表一覧（特定質問）​
​縦の項目中、大企業・中小企業の別は、中小企業基本法の分類に基づくものである。ま​

​た、本社の所在地により市内企業・市外企業を分類している。​

​・上期下期共通設問​
​表80　物価高騰による経営への影響　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問12. (1) 物価高騰は、貴社の経営にどの程度影響を与えていますか。​
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​表81　物価高騰による経営への影響　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問12. (1) 物価高騰は、貴社の経営にどの程度影響を与えていますか。​
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​表82　価格転嫁の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問12. (2) 物価や原材料費、人件費などの諸経費の上昇分を販売価格に転嫁できていますか。​
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​表83　価格転嫁の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問12. (2) 物価や原材料費、人件費などの諸経費の上昇分を販売価格に転嫁できていますか。​
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​表84　価格転嫁が進まない理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問​​12.​ ​(3)​ ​問​​12​​（​​2​​）​​で​​3​​～​​6​​を​​選​​択​​し​​た​​方​​に​​伺​​い​​ま​​す。​​価​​格​​転​​嫁​​を​​思​​う​​よ​​う​​に​​実​​施​​で​​き​​な​​い​​理​​由​​は​
​何ですか（当てはまるもの全て）。​
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​表85　価格転嫁が進まない理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問​​12.​ ​(3)​ ​問​​12​​（​​2​​）​​で​​3​​～​​6​​を​​選​​択​​し​​た​​方​​に​​伺​​い​​ま​​す。​​価​​格​​転​​嫁​​を​​思​​う​​よ​​う​​に​​実​​施​​で​​き​​な​​い​​理​​由​​は​
​何ですか（当てはまるもの全て）。​
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​表86　諸経費の増加に対して実施している施策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問​​12.​ ​(4)​ ​物​​価​​や​​原​​材​​料​​費、​​人​​件​​費​​な​​ど​​の​​諸​​経​​費​​の​​上​​昇​​に​​対​​し​​て、​​既​​に​​実​​施​​し​​て​​い​​る、​​ま​​た​​は​​こ​​れ​
​から実施を検討している取組は何ですか（当てはまるもの全て）。​
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​表87　諸経費の増加に対して実施している施策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問​​12.​ ​(4)​ ​物​​価​​や​​原​​材​​料​​費、​​人​​件​​費​​な​​ど​​の​​諸​​経​​費​​の​​上​​昇​​に​​対​​し​​て、​​既​​に​​実​​施​​し​​て​​い​​る、​​ま​​た​​は​​こ​​れ​
​から実施を検討している取組は何ですか（当てはまるもの全て）。​

​114​



​・上期設問​
​表88　対米輸出の有無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問13. (1) 現在、アメリカに輸出を行っていますか。​

​115​



​表89　アメリカ以外の国・地域への輸出の有無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）　​
​問13. (2) 現在、アメリカ以外の国・地域に輸出を行っていますか。​

​116​



​表90　トランプ関税の影響　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）　​
​問13. (3) 現在トランプ関税の影響がありますか。​

​117​



​表91　トランプ関税の影響　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）　​
​問​​13.​ ​(４)​ ​問​​13​​（​​3​​）​​で​​1​​～​​2​​を​​選​​択​​し​​た​​方​​に​​伺​​い​​ま​​す。​​貴​​社​​で​​は​​ど​​の​​よ​​う​​な​​悪​​い​​影​​響​​が​​あ​​る​​か​​お​​答​
​えください（当てはまるもの全て）。​

​118​



​表92　今後、トランプ関税の影響を受ける可能性 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）　​
​問13. (５)​​今後トランプ関税の影響を受ける可能性があると考えていますか。​

​119​



​表93　今後のトランプ関税による影響　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）　​
​問​​13.​ ​(６)​ ​問​​13​​（​​5​​）​​で​​1​​～​​2​​を​​選​​択​​し​​た​​方​​に​​伺​​い​​ま​​す。​​貴​​社​​で​​は​​ど​​の​​よ​​う​​な​​悪​​い​​影​​響​​を​​受​​け​​る​​可​​能​
​性があるかお答えください（当てはまるもの全て）。​

​120​



​表94　今後の自社への影響　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）　​
​問13. (７)​​今後の貴社への影響について、不安と感じているかお答えください。​

​121​



​表95　トランプ関税への対策　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）　​
​問13. (８)​​貴社では、トランプ関税に対してどのような対策を行っていますか。​

​122​



​表96　行政に求める支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問13. (９)​​国や道・札幌市に対して、必要とする支援をお答えください（当てはまるもの全て）。​

​123​



​表97　SDGsへの取り組み 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問1４. (１)​​貴社の企業活動においてSDGsをどのように反映させていますか、又は今後どのように​
​反映させる予定ですか(当てはまるもの全て)。​

​124​



​表98　SDGsに取り組む意義　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問1４. (２)​​問14(1)で１～2を選択した方に伺います。貴社がSDGsに取り組む意義は何ですか​​（当​
​てはまるもの3つ以内）。​

​125​



​表99　現状、SDGsに取り組んでいない企業が関心のある分野　　　　　　　　 　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問1４. (３)​​問14(1)で１～2を選択した方に伺います。今後、もしSDGsに関連する取組を行う​​とし​
​たら、どのような分野に関心がありますか（当てはまるもの全て）。​

​126​



​表100　SDGsに取り組む際の課題  　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度上期）​
​問1４. (４)​​貴社がSDGsに取り組む際の課題は何ですか(当てはまるもの全て)。​

​127​



​・下期設問​
​表101　観光客増加による影響　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問​​13.​ ​(1)​ ​札​​幌​​に​​多​​く​​の​​観​​光​​客​​が​​訪​​れ​​る​​こ​​と​​で、​​貴​​社​​の​​業​​況​​に​​ど​​の​​よ​​う​​な​​影​​響​​が​​あ​​り​​ま​​す​​か​​（当​​て​
​はまるもの１つ）。​

​128​



​表102　観光客増加による良い影響　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問​​13.​ ​(2)​​問​​13(1)​​で​​1​​ま​​た​​は​​3​​を​​選​​択​​し​​た​​方​​に​​伺​​い​​ま​​す。​​観​​光​​客​​か​​ら​​受​​け​​て​​い​​る​​「良​​い​​影​​響」​​と​​は、​
​具体的にどのようなことですか（当てはまるもの全て）。​

​129​



​表103　観光客増加による悪い影響　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問​​13.​ ​(3)​​問​​13(1)​​で​​2​​ま​​た​​は​​3​​を​​選​​択​​し​​た​​方​​に​​伺​​い​​ま​​す。​​観​​光​​客​​か​​ら​​受​​け​​て​​い​​る​​「悪​​い​​影​​響」​​と​​は、​
​具体的にどのようなことですか（当てはまるもの全て）。​

​130​



​表104　観光客増加による経営上の課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問​​13.​ ​(4)​ ​観​​光​​客​​増​​加​​に​​伴​​い、​​現​​在​​貴​​社​​が​​直​​面​​し​​て​​い​​る、​​ま​​た​​は​​新​​た​​に​​取​​り​​組​​む​​必​​要​​性​​を​​感​​じ​​て​​い​
​る「経営上の課題」は何ですか（当てはまるもの１つ）。​

​131​



​表105　観光客増加について行政に求める施策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問​​13.​​(５)​​観​​光​​客​​に​​よ​​る​​影​​響​​（良​​い​​影​​響​​の​​促​​進、​​悪​​い​​影​​響​​の​​軽​​減）​​に​​関​​し​​て、​​今​​後、​​貴​​社​​と​​し​​て​​行​
​政に最も期待する取り組みは何ですか（当てはまるもの上位３つまで）。​

​132​



​表106　札幌市の企業支援施策の利用状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問​​13.​​(１)​​本​​市​​の​​企​​業​​支​​援​​施​​策​​の​​う​​ち、​​利​​用​​し​​た​​こ​​と​​が​​あ​​る​​支​​援​​は​​何​​で​​す​​か​​（当​​て​​は​​ま​​る​​も​​の​​す​​べ​
​て）。​

​133​



​表107　札幌市の企業支援施策への改善要望　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問​​14.​ ​(２)​ ​問​​14(1)​​で​​1​​～​​5​​を​​選​​択​​し​​た​​方​​に​​伺​​い​​ま​​す。​​支​​援​​を​​利​​用​​す​​る​​中​​で、​​制​​度​​の​​改​​善​​が​​必​​要​​と​​感​
​じた点は何ですか（当てはまるもの1つ）。​

​134​



​表108　札幌市の企業支援施策を利用していない理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問​​14.​ ​(３)​ ​問​​14(1)​​で​​「利​​用​​し​​た​​こ​​と​​は​​な​​い」​​と​​回​​答​​し​​た​​方​​に​​伺​​い​​ま​​す。​​利​​用​​に​​至​​ら​​な​​かっ​​た​​最​​大​
​の理由は何ですか（当てはまるもの1つ）。​

​135​



​表109　行政の情報発信媒体についての要望　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問14. (４)　行政からの情報収集について、どのような形が望ましいですか（当てはまるもの1​
​つ）。​

​136​



​表110　今後、札幌市が重点的に実施すべき支援について　　　　　　　　　　　　　　　　　　​
​（R7年度下期）​
​問14. (５) 今後、市が重点的に実施すべき支援は何だと考えますか（当てはまるもの1つ）。​
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​3.​ ​使用調査票（上期）​
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​4.​ ​使用調査票（下期）​
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